
議案第４７号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和５年度飛騨市公共下水道事業特別会計予算

　令和５年度飛騨市の公共下水道事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１，３６１，０００千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」による。

　（地方債）

第２条　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、

　起債の方法、利率及び償還の方法は、「第２表　地方債」による。

　　　　　令和５年２月２８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　飛騨市長  　都　竹　　淳　也
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 金　　額

01. 分 担 金 及 び 負 担 金 ２，０４６

01. 分 担 金 ８９６

02. 負 担 金 １，１５０

02. 使 用 料 及 び 手 数 料 ２９１，１９２

01. 使 用 料 ２９１，００２

02. 手 数 料 １９０

03. 国 庫 支 出 金 ２３９，９００

01. 国 庫 補 助 金 ２３９，９００

04. 財 産 収 入 ４９０

01. 財 産 運 用 収 入 ４９０

05. 繰 入 金 ５７４，６６５

01. 他 会 計 繰 入 金 ５４５，５００

02. 基 金 繰 入 金 ２９，１６５

06. 繰 越 金 ２，０００

01. 繰 越 金 ２，０００

07. 諸 収 入 ７

01. 雑 入 ７

08. 市 債 ２５０，７００

01. 市 債 ２５０，７００

【第１表】 - 2 -

第１表　歳 入 歳 出 予 算



(単位：千円)

款 項 金　　額

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 １，３６１，０００

(歳　出) (単位：千円)

款 項 金　　額

01. 下 水 道 事 業 費 ７８８，１７３

01. 総 務 管 理 費 ２７８，１７３

02. 下 水 道 施 設 整 備 事 業 費 ５１０，０００

02. 公 債 費 ５７０，８２７

01. 公 債 費 ５７０，８２７

03. 予 備 費 ２，０００

01. 予 備 費 ２，０００

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 １，３６１，０００
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下水道事業
あ

　古川地区公共下水道事業
　神岡地区公共下水道事業
  下水道事業公営企業会計移行事業

２５０，７００

証書借入

又は

証券発行

４．０％以内
（ただし、利率見直し方式で借
り入れる政府資金及び地方公共
団体金融機構資金について、利
率見直しを行った後においては
当該見直し後の利率）ああああ

あ政府資金についてはその融資条件
により、銀行その他の場合にはその
債権者と協定によるものとする。た
だし、市財政の都合により据置期間
及び償還期限を短縮し、若しくは繰
上償還又は低利債に借換えすること
ができる。あああああああああああ

合 計 ２５０，７００

償 還 の 方 法

第２表　　地　　　　方　　　　債

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率

（単位：千円）
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１　総括

(歳　入) (単位：千円)

款 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比 較

01. 分 担 金 及 び 負 担 金 ２，０４６ ２，２７８ △２３２

02. 使 用 料 及 び 手 数 料 ２９１，１９２ ２８８，３７１ ２，８２１

03. 国 庫 支 出 金 ２３９，９００ １７１，５５０ ６８，３５０

04. 財 産 収 入 ４９０ ５４９ △５９

05. 繰 入 金 ５７４，６６５ ６０９，１５１ △３４，４８６

06. 繰 越 金 ２，０００ ２，０００ ０

07. 諸 収 入 ７ １ ６

08. 市 債 ２５０，７００ １９４，１００ ５６，６００

歳       入       合       計歳 入 合 計 １，３６１，０００ １，２６８，０００ ９３，０００

(歳　出) (単位：千円)

【総　括】 - 5 -

歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書

本  年  度  予  算  額  の  財  源  内  訳

款 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比 較 特     定     財     源

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

01. 下 水 道 事 業 費 788,173 669,343 118,830 239,900 250,700 13,337 284,236

02. 公 債 費 570,827 596,657 △25,830   18,561 552,266

03. 予 備 費 2,000 2,000 0    2,000

歳 出 合 計 1,361,000 1,268,000 93,000 239,900 250,700 31,898 838,502

一 般 財 源



２　歳入

(款) 01. 分担金及び負担金

(項) 01. 分担金 (単位：千円)

節

本　年　度 前　年　度 比　　較 説　　　　　　　　　　　　　明

 01. 下水道事業分担金 896 896 0  01. 現年度分 896 001. 下水道事業分担金（神岡）             

計 896 896 0

(款) 01. 分担金及び負担金

(項) 02. 負担金

節

本　年　度 前　年　度 比　　較 説　　　　　　　　　　　　　明

 01. 下水道事業費負担金 1,148 1,380 △232  01. 現年度分 1,148 001. 下水道事業受益者負担金（古川）       

 02. 加入金 2 2 0  01. 公共下水道加入金 2 001. 加入金（古川） 1

002. 加入金（神岡） 1

計 1,150 1,382 △232

(款) 02. 使用料及び手数料

(項) 01. 使用料

節

本　年　度 前　年　度 比　　較 説　　　　　　　　　　　　　明

 01. 下水道使用料 291,002 288,002 3,000  01. 現年度分 291,000 001. 下水道使用料（古川） 215,000

002. 下水道使用料（神岡） 76,000

 02. 滞納繰越分 2 001. 滞納繰越分（古川） 1

002. 滞納繰越分（神岡） 1

計 291,002 288,002 3,000
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目
区     分 金   額

目
区     分 金   額

目
区     分 金   額



(款) 02. 使用料及び手数料

(項) 02. 手数料

節

本　年　度 前　年　度 比　　較 説　　　　　　　　　　　　　明

 01. 下水道手数料 190 369 △179  01. 下水道事業手数料 190 001. 指定工事店指定手数料 189

002. 督促手数料 1

計 190 369 △179

(款) 03. 国庫支出金

(項) 01. 国庫補助金

節

本　年　度 前　年　度 比　　較 説　　　　　　　　　　　　　明

 01. 社会資本整備総合交付金 41,000 59,000 △18,000  01. 社会資本整備総合交付 41,000 001. 社会資本整備総合交付金               

金

 02. 防災・安全交付金 198,900 112,550 86,350  01. 防災・安全交付金 198,900 001. 防災・安全交付金 8,800

002. 防災・安全交付金（重点） 190,100

計 239,900 171,550 68,350

(款) 04. 財産収入

(項) 01. 財産運用収入

節

本　年　度 前　年　度 比　　較 説　　　　　　　　　　　　　明

 01. 利子及び配当金 490 549 △59  01. 利子及び配当金 490 001. 公共下水道事業基金利子 477

002. 公共下水道事業減債基金利子 13

計 490 549 △59
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目
区     分 金   額

目
区     分 金   額

目
区     分 金   額



(款) 05. 繰入金

(項) 01. 他会計繰入金

節

本　年　度 前　年　度 比　　較 説　　　　　　　　　　　　　明

 01. 一般会計繰入金 545,500 578,787 △33,287  01. 一般会計繰入金 545,500 001. 一般会計繰入金（全体） 4,585

002. 一般会計繰入金（古川） 361,771

003. 一般会計繰入金（神岡） 179,144

計 545,500 578,787 △33,287

(款) 05. 繰入金

(項) 02. 基金繰入金

節

本　年　度 前　年　度 比　　較 説　　　　　　　　　　　　　明

 01. 公共下水道事業基金繰入 28,541 29,740 △1,199  01. 公共下水道事業基金繰 28,541 001. 公共下水道事業基金繰入金             

金 入金

 02. 減債基金繰入金 624 624 0  01. 減債基金繰入金 624 001. 減債基金繰入金                       

計 29,165 30,364 △1,199

(款) 06. 繰越金

(項) 01. 繰越金

節

本　年　度 前　年　度 比　　較 説　　　　　　　　　　　　　明

 01. 繰越金 2,000 2,000 0  01. 前年度繰越金 2,000 001. 前年度純繰越金（古川） 1,000

002. 前年度純繰越金（神岡） 1,000

計 2,000 2,000 0
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目
区     分 金   額

目
区     分 金   額

目
区     分 金   額



(款) 07. 諸収入

(項) 01. 雑入

節

本　年　度 前　年　度 比　　較 説　　　　　　　　　　　　　明

 01. 雑入 7 1 6  01. 雑入 7 001. 印刷機・複写機使用実費収入           

計 7 1 6

(款) 08. 市債

(項) 01. 市債

節

本　年　度 前　年　度 比　　較 説　　　　　　　　　　　　　明

 01. 下水道事業債 250,700 194,100 56,600  01. 下水道事業債 250,700 001. 下水道事業債（古川） 125,900

002. 下水道事業債（神岡） 104,500

003. 下水道事業債（法適化） 20,300

計 250,700 194,100 56,600
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目
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目
区     分 金   額











　　（１）　総　　　括

区　　分 職員数 報　　酬 給　　料 職員手当 計 共　済　費 合　　　計 備　　　考

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 5 1,548 13,316 9,010 23,874 4,723 28,597

前 年 度 5 1,565 14,002 9,142 24,709 5,023 29,732

比 較 0 △ 17 △ 686 △ 132 △ 835 △ 300 △ 1,135

扶養手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当 時間外勤務手当 地域手当 児童手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 558 0 500 800 540

前 年 度 594 318 288 810 240

比 較 △ 36 △ 318 212 △ 10 300

宿日直手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当 単身赴任手当 退職手当組合負担金

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 2,978 2,086 215 1,333

前 年 度 2,934 2,088 229 1,641

比 較 44 △ 2 △ 14 △ 308

職員手当
の 内 訳

給　　　　　　　与　　　　　　　費

区　　分

区　　分

1．一　般　職
給　　与　　費　　明　　細　　書
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　　　ア　会計年度任用職員以外の職員

区　　分 職員数 報　　酬 給　　料 職員手当 計 共　済　費 合　　　計 備　　　考

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度
(1)
3

13,316 8,700 22,016 4,367 26,383

前 年 度
(1)
3

14,002 8,848 22,850 4,661 27,511

比 較
（0）

0
△ 686 △ 148 △ 834 △ 294 △ 1,128

（　）内は、外書きで再任用職員を表す

扶養手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当 時間外勤務手当 地域手当 児童手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 558 0 500 800 540

前 年 度 594 318 288 810 240

比 較 △ 36 △ 318 212 △ 10 300

宿日直手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当 単身赴任手当 退職手当組合負担金

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 2,668 2,086 215 1,333

前 年 度 2,640 2,088 229 1,641

比 較 28 △ 2 △ 14 △ 308

給　　　　　　　与　　　　　　　費

職員手当
の 内 訳

区　　分

区　　分
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　　　イ　会計年度任用職員

区　　分 職員数 報　　酬 給　　料 職員手当 計 共　済　費 合　　　計 備　　　考

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度
(1)
0

1,548 310 1,858 356 2,214

前 年 度
(1)
0

1,565 294 1,859 362 2,221

比 較
（0）

0
△ 17 16 △ 1 △ 6 △ 7

（　）内は、外書きでパートタイム会計年度任用職員を表す

扶養手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当 時間外勤務手当 地域手当 児童手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 0 0 0

前 年 度

比 較 0 0 0

宿日直手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当 単身赴任手当 退職手当組合負担金

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 0 0 310 0 0 0

前 年 度 294

比 較 0 0 16 0 0 0

給　　　　　　　与　　　　　　　費

職員手当
の 内 訳

区　　分

区　　分
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　　（２） 会計年度任用職員以外の職員に係る給料及び職員手当の増減額の明細

増　　減　　額

(千円) (千円)

給　　　料 △ 686 その他の減少分 △ 686 会 計 間 異 動 （3人) △ 686

職員手当 △ 148 その他の増減分 △ 148 会 計 間 異 動 △ 159

そ の 他 11

区　　　分
増　 減 　事 　由 　別 　内 　訳

説 明 備 考
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　　（３） 会計年度任用職員以外の職員に係る給料及び職員手当の状況

      ア　職員１人当たり給与 （単位：円）

      イ　初　　任　　給

技能労務職
医療技術 保 健 師

区 分 行　政　職 福 祉 職
医　　　療　　　職

令和5年4月1日現在

平 均 給 料 月 額 (円) 276,775

平 均 給 与 月 額 (円) 315,466

平 均 年 齢 (歳) 45.4

令和4年4月1日現在

平 均 給 料 月 額 (円) 290,925

平 均 給 与 月 額 (円) 340,642

平 均 年 齢 (歳) 46.7

区 分 行　政　職 福  祉  職
医　　　療　　　職

医療技術 保 健 師

技能労務職

国 の 制 度

行政職(一) 福  祉  職
医　　　療　　　職

行政職(二)
医療(二) 医療(三)

高 校 卒 154,600 154,600

167,100

大 学 卒 185,200

短 大 卒 167,100

185,200
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      ウ　級 別 職 員 数

職員数(人) 構成比（％） 職員数(人) 構成比（％） 職員数(人) 構成比（％） 職員数(人) 構成比（％） 職員数(人) 構成比（％）

７　　級

６　　級

５　　級

４　　級 1 25.0

３　　級
(1)
1

50.0

２　　級

１　　級 1 25.0

計
(1)
3

100.0

７　　級

６　　級

５　　級

４　　級 1 25.0

３　　級
(1)
1

50.0

２　　級 1 25.0

１　　級

計
(1)
3

100.0

（　）内は、外書きで再任用職員を表す

　　　（級別の基準となる職務内容）

７　級 ６ 級 ５ 級 ４ 級 ３ 級 ２ 級 １ 級

部長・所長 部長･所長･参事 課　長 課長補佐 係長・主査 主　任 主　事

技能労務職
区　　　　　　　分 級

行　　　政　　　職 福　　祉　　職 医療職（保健師）

区　　分

令和4年4月1日現在

行　政　職

医療職（医療技師）

令和5年4月1日現在

- 19 -



      エ　昇　給

行 政 職 福 祉 職 医 療 職 技 能 労 務 職

職 員 数 (A) (人) 4 4

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B) (人) 3 3

１号給 (人)

２号給 (人)

３号給 (人)

４号給 (人) 3 3

６号給 (人)

８号給 (人)

比 率 (B)/(A) (％) 75.0 75.0

職 員 数 (A) (人) 4 4

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B) (人) 3 3

１号給 (人)

２号給 (人)

３号給 (人)

４号給 (人) 3 3

６号給 (人)

８号給 (人)

比 率 (B)/(A) (％) 75.0 75.0

代 表 的 な 職 種

本

年

度

号 給 数 別 内 訳

前

年

度

号 給 数 別 内 訳

区 分 合 計
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　オ　期 末 手 当 ・ 勤 勉 手 当

（　）内は、再任用職員を表す

　カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

33.270750 47.709000 47.709000
国 の 制 度

あ

（ 支 給 率 等 ）
定年前早期退職特例措置24.586875

退 職 時
特 別 昇 給

備 考

支 給 率 等 定年前早期退職特例措置24.586875 33.270750 47.709000 47.709000

区 分
20年勤続の者

あ

あああ(月分)

25年勤続の者
あ

あああ(月分)

35年勤続の者
あ

あああ(月分)

最 高 限 度
あ

ああ (月分)
そ の他 の加 算措 置等

国 の 制 度
（１．１５０）
２．２００

（１．１５０）
２．２００

（２．３０）
４．４０

有

前 年 度
（１．１２５）
２．１５０

（１．１２５）
２．１５０

（２．２５）
４．３０

有

本 年 度
（１．１５０）
２．２００

（１．１５０）
２．２００

（２．３０）
４．４０

有

区 分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計

あ

ああA(月分)

職制上の段階、職務の
あ

級 等 に よ る 加 算 措 置
備 考

６月(月分) 12月(月分)
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　キ　特 殊 勤 務 手 当

行 政 職 福 祉 職 医 療 職 技 能 労 務 職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （％）

支 給 対 象 職 員 の 比 率 （％）

　ク　その他の手当

区 分 全 職 種
代 表 的 な 職 種

通 勤 手 当 同　　　　　　じ

区 分 国 の 制 度 と の 異 同 差　　　異　　　の　　　内　　　容

住 居 手 当 同　　　　　　じ

扶 養 手 当 同　　　　　　じ

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 無

（ 令 和 ５ 年 ４ 月 １ 日 現 在 ）
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公共下水道事業特別会計 （単位：千円）

起 債 見 込 額 元 金 償 還 見 込 額

1 5,041,898         4,698,980         270,200           475,217           4,493,963         

(1)
公 共 下 水 道
事 業

5,041,898         4,698,980         270,200           475,217           4,493,963         

2 58,412            48,475            -                 10,028            38,447            

5,100,310         4,747,455         270,200           485,245           4,532,410         

当 該 年 度 末
現 在 高 見 込 額

準 公 営 企 業 債

資本費平準化債

合 計

区 分 前々年度末現在高
前 年 度 末 現 在 高
見 込 額

当 該 年 度 増 減 見 込

地 方 債 の 前 々 年 度 末 に お け る 現 在 高 並 び に 前 年 度 末
及 び 当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書
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